
 

 

 

研究施設等廃棄物の処理処分施設の立地への期待 

三菱重工業株式会社 

パワードメイン原子力事業部 

新型炉・原燃サイクル技術部長 安食 和英  

 

東日本大震災から 6 年以上が経過しましたが、

常磐線がこの 10月に富岡まで開通し、復興が着

実に進んでいるものと感じます。さらに、東京

電力福島第一原子力発電所では燃料デブリ取り

出しのための検討作業が本格化しつつあり、一

方、発電所の周囲では除染作業が概ね終了し、

中間貯蔵施設がこの 10月に本格的に稼働し、復

興の力強い足音が感じられるようになりました。 

弊社も原子力プラントメーカとして、復興に

向けた様々な取り組みをしており、この一環と

して茨城県東海村に保有する研究施設であるニ

ュークリア・デベロップメント㈱（以下、NDC

という）において、福島第一原子力発電所敷地

内の土壌や瓦礫等に付着した放射性物質の分析

等を実施しております。また、NDCでは長らく

軽水炉や燃料サイクルに関わる研究を行ってき

ており、研究実施に伴う放射性廃棄物が発生す

るため、弊社も廃棄物の発生者の立場にありま

す。 

NDCは、前身の三菱原子力工業㈱及び弊社研

究所東海試験場として発足以来、60年近く操業

し、この間発生した多数の放射性廃棄物を施設

内の貯蔵庫に保管しています。しかしながら、

貯蔵庫の保管量にも限りがありますので、早急

に処理処分の道筋を立てる必要があります。 

今後、福島第一原子力発電所の様々な廃棄物

の物性や放射能の分析、また、その他発電所や

原子力施設の廃止措置のための放射能分析業務

の増大等が予想され、これに伴って発生する廃

棄物が増えるものと考えられ、貯蔵庫の運用が

益々厳しくなることが想定されます。このため、

福島復興を円滑に進めるためにも研究施設等廃

棄物の処分場と廃棄物の集中処理施設の早期の

立地が必要です。 

昨今、原子力に対しては世間から厳しい目で

見られ、これら処理処分の実現に向けて取り組

まれている RANDEC 殿と原子力機構殿の御苦

労は大変なものだとお察し致しますが、立地に

向けて引き続きご尽力頂くことを期待申し上げ

ます。 

（公財） 原子力バックエンド推進センター 
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第 30 回原子力施設デコミッショニング技術講座の開催 

 

東海事務所  

 

当センター主催の第30回原子力施設デコミッショニング技術講座が去る10月26日（木）に東

京・赤坂の三会堂ビル石垣記念ホールで開催されました。これまでで最大の約90名の方が参加

されました。今年の講座では、廃止措置を継続しているプラントの他に新たに廃止措置計画の

認可を得た関電美浜1、2号機と原電敦賀1号機の活動の現状と計画が紹介されたこと、また、

参加者の7割が本講座に初めて参加されたことで、日本の廃炉がまさに新たなフェーズに入った

ことが感じられました。以下に、本講座における各講演の概要を紹介します。 

 

特別講演は、東京電力福島第一廃炉推進カ

ンパニー の齊藤慎二部長が「福島第一原子力

発電所の現状と中長期計画の概要」と題して

講演されました。まず、震災以来の福島第一

原子力発電所の状況安定化の主要な活動をビ

デオで振り返り、原子炉、燃料プールの冷却、

冷却水の浄化と漏洩防止、サイト内外での放

射線量の低減対策等により、いくつかの課題

があるが、今後の新しい中長期計画（本年9

月26日に第4回改訂）が進められる安定した

状況となってきたことを説明された。中長期

計画では、引き続き汚染水対策、貯蔵タンク

の溶接型タンクへのリプレース等を進めると

ともに、燃料プールからの使用済燃料の取出

しに向け、準備の進んでいる3号機では来年度

中、1号機と2号機では2023年度中の取出しを

計画している。燃料デブリ取出しに関しては、

格納容器内の状況とデブリ存在位置の調査を

継続し、撤去の条件設定と成立性評価を行い、

取出し機器の設計、ダスト飛散防止方法の検

討を行っている。これらの取組みで得られた

結果から、気中工法に重点を置き部位に応じ

た工法を組み合わせた取出し工法を決めるこ

ととした。初号機におけるデブリ撤去工法の

決定を2019年度に、また、撤去作業を21年度

に開始する予定である。 

 

引き続き、廃炉活動に関する講演に移り、

最初に「東海発電所及び敦賀発電所１号機に

おける廃止措置の取組み」について日本原電 

廃止措置プロジェクト推進室の齋藤史郎室長

代理が講演された。東海発電所では、No. 2

熱交換器に続き No. 1 熱交換器本体の解体が

本年 6 月に終了し、引き続き No. 3 と No. 4

を 2019 年度に完了する。完了と同時に原子

炉領域の解体撤去（原子炉本体解体含む）を

開始する。また、東海発電所の L3 廃棄物の

サイト内処分の具体的方法が紹介された。敦

賀発電所１号機に関しては、廃止措置の工程、

BWR型炉の汚染上の特徴、放射性廃棄物の処

理方策、施設特性調査と廃止措置計画策定と

の関連、放射性廃棄物のレベルと量、原子炉

本体解体準備、原子炉本体解体及び建屋解体

の計画内容等が紹介された。原発の廃止措置

では、L3廃棄物の限定再利用の制度化や廃炉

の進展に伴うリスクの段階的な減少に対応す

る規制合理化、処分施設の迅速な整備推進へ

の事業者としての期待が示された。 

 

次に、中部電力 浜岡原子力発電所廃止措置
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部の仲神元順部長が「浜岡1、2号機廃止措置

の状況」について講演された。廃止措置の第

一段階（平成21年度～27年度）の実績及び第

2段階（原子炉領域周辺設備解体撤去：27年

度～34年度）の実績と詳細な計画が示された。

系統除染及び汚染の状況調査から解体工法・

時期、放射性廃棄物のレベル毎の発生量、被

ばく評価が可能となったこと、放射性廃棄物

に関しては第2段階で約2.8万トンの発生が予

想されるが、分別・除染の徹底により4千トン

程度に減少する（大部分がL3廃棄物）。浜岡

発電所ではクリアランスへの取組みを強化し、

5号機の故障した低圧タービンロータのクリ

アランス認可申請及び国の確認がほぼ終了し

た。第2段階での解体物へのクリアランス認可

申請を行う。主な対象は、主発電機、熱交換

器など約6,900トンである。課題としては、廃

棄物処分、クリアランス、解体廃棄物の管理

（貯蔵・保管、搬出）、プロジェクト管理、技

術・人材のローテーション、及びコストであ

る、として講演を取り纏められた。 

 

さらに、「廃止措置段階における品質保証

活動について」と題して日本原子力研究開発

機構 原子炉廃止措置研究開発センターの宮

本政幸技術副主幹から講演を頂きました。平

成 15年からの廃止措置準備、平成 20年から

の廃止措置認可後の本格活動における運転

管理及び重水撤去、除染、機器設備の解体等

の活動において行われた品質保証活動が詳

細に報告されました。運転段階からの保安管

理体制、重点業務の変更についてレビューし、

対応する品質マネイジメントシステム

（QMS）の文書等の整備、廃止措置段階の

施設品質管理における管理形態による設備

の分類、特に「供用中設備」から「解体設備」

への移行の手順等が説明された。供用終了措

置は、①隔離密封から⑦警報表示消灯までの

7項目の確認により初めて解体が可能となる。

廃止措置管理に係る業務として解体撤去工

事で 15 項目、核燃料物質等による汚染の除

去工事 5 項目が紹介された。さらに、「廃止

措置業務の改善」（不適具事例）10件の概要

が紹介され、安全確保の教訓として他の廃止

措置プロジェクトへも水平展開が可能なも

のとして紹介された。 

 

引き続き、「美浜発電所 1、2号機の廃止措

置の取組み状況について」 関西電力 廃止措

置技術センター平野伸朗所長が講演されまし

た。本年 4 月に我が国初の PWR 型炉の廃止

措置計画の認可を受けた美浜 1、2号機の今後

30 年に及ぶ廃止措置の基本工程（4 段階）と

方針が示され、最初の段階として解体準備期

間（2017 年～2021 年）に行う一次系では燃

料取り出し系統除染、残存放射能調査、2 次

系ではタービン建屋機器の解体等が開始され

た。具体的には、系統除染では CORD法によ

り DF（除染係数）30 を目標とした。除染結

果として最大の除染目標である蒸気発生器伝

熱配管での DF 平均値は 89.30（36mSv/h→

0.430ｍSv/h）、同胴部で約 140、一次系配管

では 32.48 であり何れも目標を達した。美浜

発電所の廃止措置では、地元企業の参画を期

待し地元に対する工事計画の説明会を通して

工事情報提供、共同研究、人材育成に取り組

んでいる。さらに、使用済燃料の搬出、廃棄

物の安全管理等の廃止措置の課題への対処方

針、今後の円滑な廃止措置の推進に向け設備

維持管理の合理化、国内外の情報活用、事業

間の連携強化を図るとの紹介がなされました。 

 

次に、講座の初めての試みとして「最近注

目の話題」と題して、原子力界で最近注目さ
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れている話題について当事者から直接話を頂

くこととし、以下の 2つの講演を企画しまし

た。 

（１）原子力国民会議 宮健三代表理事（東京

大学名誉教授）が「原子力を繋ぐ」（20万人

署名、等）」について講演された。宮代表は、

福島事故以降に新基準をクリア―したプラン

トのみ再稼働したが大半の既存原発は停止し

たままで、かつ新規のものは運転のめども立

っていない状況において、我が国の原子力技

術の衰退、ひいてはエネルギーの根幹が揺ら

ぐことを危惧する人たちに原発の推進にむけ

た支援を呼び掛ける講演を行いました。 

 

（２）日本原子力研究開発機構 伊藤肇理事が

「もんじゅの現況について」と題して講演さ

れました。伊藤理事は、もんじゅの廃止措置

の計画を中心に原子力機構の敦賀地区の廃止

措置全体を俯瞰し、廃止措置管理・実施体制

の見直し、プラントの保守管理確認、使用済

燃料と放射性廃棄物の処理処分等の措置を迅

速に実施し、ふげんは平成 45 年、もんじゅ

では今後 30年で廃止措置を完了させること、

具体的には、ふげんでは使用済燃料の再処理

を海外に委託することに伴う廃止措置計画の

変更申請を、もんじゅでは 5年半で燃料の取

出し、二次系ナトリウムのドレインを行うこ

と、これらを円滑にするための関連機器の点

検整備を徹底するなど、敦賀地区における原

子力機構の廃止措置活動の全容を明らかにさ

れました。 

 

最後の講演は、「国内外の廃止措置及び廃棄

物処理・処分に向けた動き」と題し、当セン

ター榎戸東海事務所長が、廃炉の実績と今後

の予測、廃炉戦略の選択動向、廃炉の進捗と

対処すべき放射性廃棄物の処理処分の課題に

ついて各国の特徴、また、世界の再処理施設

の廃止措置の近況について紹介しました。既

存の原発は高性能でかつ比較的新しいものは

特別な理由がない限り運転継続される傾向に

あること、廃炉では長期の安全貯蔵を選択す

る原発が多いが、条件が整えば即時解体方式

の方が米国のように低コストで実施できる。

処分に関しては、各国は低レベル（L2相当）

廃棄物処分場を整備している。極低レベル

（L3相当）も強力な国の支援で合理的処分を

行っている。中レベル（高レベルと低レベル

の中間）処分場は未整備（概ね2045年頃の開

設）であり、事業者が国の指導のもとに保管

している。日本では、低レベル廃棄物処分場

以外が未整備であり廃炉の進展に対応できて

いない。国のイニシアティブが強く求められ

ている、として締めくくった。 

 

最後になりますが、本講演に際し、多くの

資料を理解しやすくまとめて頂いた講演者

の方々に厚く御礼申し上げます。また、講座

の開催方法等について参加者から有益なご

意見を多くいただき今後の開催の参考とさ

せていただきます。当センターは今後とも本

講座が皆様に有益な成果をもたらすように

努力していきたいと考えております。 

 

 

第 30回の技術講座での質疑応答の様子 
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RANDEC の事業・活動に関する近況報告 

 

１．第 2 回日台原子力専門家会合（第 30 回日台原子力 

安全セミナー）への参加 
専務理事 澁谷 進  

 

平成 29 年 7 月 18 日、日本原子力産業協会

（以下、原産協会）の主催（共催：台湾中華

核能学会、協賛：原子力デコミッショニング

研究会（以下、ANDES））により第 2 回日台

原子力専門家会合（第 30 回日台原子力安全

セミナー）が都内で開催された。 

昨年初め、台湾では国民党馬政権から脱原

子力を掲げる民進党蔡政権へ交代した。前政

権では、竜門発電所の建設凍結と運転 40 年

を超える発電炉の廃止措置が決定されていた

が、現政権はそれらを踏襲するにとどまらず、

電気事業法を改正、2025 年までにすべての発

電炉の運転を終了し、風力を中心とする再生

可能エネルギーで代替するとした。 

今回の専門家会合では、台湾における上記

のような状況を踏まえ、「原子力施設の廃止措

置」をテーマに日台における廃止措置の現状

や廃止措置に係る技術開発、今後の計画など

についての報告をもとに議論や情報共有を行

った。台湾からは、中華核能学会の潘理事長

をはじめ、原子能委員会や台湾電力、核能研

究所、関係企業から 28 名、日本からは原産

協会高橋理事長や ANDES 石川会長、その他

組織・企業関係者も含め約 30名が参加した。 

中華核能学会の潘理事長をはじめ開催者側

の代表による開会挨拶に続いて、基調講演と

して日台双方から、自国における原子力発電

におけるバックエンド事業の現状について報

告された。基調講演のあと、セミナーはセッ

ションⅠ「原子炉施設の廃炉」及びセッショ

ンⅡ「廃炉に伴う諸課題、技術研究・開発」

が設定され、日台双方からの報告と総合討論

へと進められた。 

筆者は、セッションⅡ後半のモデレータを

務めるとともに、日本における原子力発電所

の廃止措置から発生する解体廃棄物の処理処

分の考え方や、処理処分の現状、今後の計画

などを報告したあと、廃止措置を合理的かつ

効果的に進めて行くための解体廃棄物の処理

処分の課題と日本が取るべき施策について提

起した。 

セッションⅠでは、台湾における原子力発

電所の廃止措置に向けた諸施策、進行中の研

究炉の廃止措置、2018 年に停止する金山原子

力発電所の廃止措置計画などが報告された。

日本からは、今年廃止措置に入った敦賀 1 号

機や美浜 1､2 号機での取組み、ふげんの廃止

措置の現状や技術開発などが報告された。セ

ッションⅡでは、日台双方の廃棄物の処理処

分の方策と現状や台湾における汚染施設の解

体撤去の経験、炉心周りの中性子束の 3D 評

価方法の研究などが報告された。それぞれ、

活発な意見交換が行われた。 

総合討論では、合理的かつ効率的に廃止措

置を進めるためには、プラント特性評価（放

射能インベントリ評価）が極めて重要で、そ

れに基づいた解体方法や廃棄体の最適化がカ

ギであること、発電所の運転から廃止措置へ

の移行に伴って、従業員の意識改革も重要で

あるとの共通認識に至った。 
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２．日韓原子力専門家会合への参加 

 

廃棄物処理事業推進部  

 

平成 29年 10月 16日、千代田区九段にて

開催された第 34回日韓原子力専門家会合（日

本原子力産業協会（以下、原産協会）及び韓

国原子力産業会議（以下、KAIF）の共催）

のセッションにおいて、当センターの澁谷専

務理事が「廃炉に伴う解体廃棄物の処理処分

の考え方」と題する講演を行った。 

原産協会高橋理事長の挨拶では、本会合は

1983年以来 2年おきに日本と韓国で交代で

開催されており、大廃炉時代に向けて世界的

にも関心が高まりつつある廃炉計画、廃炉技

術や解体に伴う廃棄物管理・処理処分につい

てのセッションを開き、両国の専門家の情報

交流を図っていること、また、今年度は新た

に原子力施設の地震対策のセッションも加わ

った旨の紹介があった。 

当センターは 4年前にも本会議に出席した

が、その際に比べると、韓国最初の商用炉で

ある古里 1号機が 2017年 6月に永久停止さ

れたこともあり、韓国における廃止措置計画

が人材育成も含め急ピッチで具体化・詳細化

されており、韓国の中低レベル廃棄物の処分

施設（実施主体は韓国原子力環境公団）での

第一期サイロ方式に続く第二期浅地中処分の

準備が着々と進められていることが印象深か

った（2016年末実績でサイロ方式で 200Lド

ラム缶 13,798本受入、内 6,920本処分済み）。 

日本側からの基調講演では、原子力発電環

境整備機構（NUMO）の取り組み状況を、韓

国側からは、原子力政策に対する文政権の影

響や今後の廃止措置計画、高レベル処分場選

定方針や中間貯蔵として使用済燃料の乾式貯

蔵を進めている旨、紹介された。 

福島復興と福島第一発電所廃炉のセッショ

ンでは、日本側から国際廃炉研究開発機構

（IRID）の研究概要と東電福島復興本社の取

組みが発表された。前者ではミューオンによ

る炉の撮影などが際立っていた。後者では同

社の石崎特別顧問を筆頭とした懸命なボラン

ティア活動に韓国側が感銘を受けていた。 

通常廃炉のセッションでは、日本側からは、

関西電力の美浜 1、2号機の廃炉準備、東電

のシュラウド交換の経験等を、韓国側からは、

古里 1号機の炉内構造物の解体モデル（韓電

KPS）、大型機器廃棄物に対する遠隔除染と

解体技術（斗山工業）が紹介された。 

廃炉に伴う廃棄物処理・処分のセッション

において、当センターから解体廃棄物の管理

方策について、特にオン・サイトでの貯蔵や

処分や非放射性の放射性廃棄物でない廃棄物

（NR 廃棄物）のクリアランスの道筋をつけ

ることの重要性について述べた。韓国からは

慶州市の中低レベル廃棄物全 80 万本ドラム

缶の処分計画（第一期サイロ方式 10 万本、

二期浅地中ピット方式 12 万 5 千本、三期計

画中）及び今後の高レベル廃棄物処分方策に

ついて説明された。 

原子力発電所の地震対策セッションでは、

東電から柏崎刈羽原発での対策、韓国水力原

子力会社（KHNP）からは慶州地震に伴う非

常停止と対応について説明があった。いずれ

のセッションでも活発な質疑応答があった。 

最後に、KAIFのカン・ジョエル常勤副会

長による挨拶の中に、福島事故の原因究明が

より堅固な原子力安全につながる趣旨の天野

IAEA事務局長の言葉が引用されていた。 
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外部機関の活動状況の紹介 
 

１．廃止措置における廃炉解体に向けた複合現実感システムの技術紹介 
 

           株式会社 シーエスデー 開発推進本部 

 担当部長 西島 衛  

 

1. 会社概要 

株式会社 シーエスデー（以下、CSD とい

う）は、安全で快適なコミュニケーションネ

ットワーク社会（環境）を創造する IT ソリ

ューション企業です。電力システム事業で培

った「安心・安全・安定」の提供に加え、独

自に開発した最新の IT 技術や戦略的システ

ム構築力で新たな価値を創造します。CSD

の概要を下記に示します。 

・社名：株式会社 シーエスデー 

・代表取締役会長：呉 瑛禄（工学博士） 

・代表取締役社長：田中 耕一郎 

・本社事業所：神奈川県川崎市高津区

3-2-1 かながわサイエンス

パーク西棟 6階 

・設立：1971年 3月１日 

・資本金：1億円 

 

2. 「廃止措置技術」研究拠点への協力と関

連技術の動向 1) 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

が、福井県で廃止措置ビジネスをリードする

企業育成を目指す産学官連携拠点整備を行う

「ふくいスマートデコミッショニング技術実

証拠点」の整備に取り組んでおり、CSDも廃

止措置解体技術検証に係る複合現実感（MR: 

Mixed Reality）システム（以下、MRシステ

ムという）の構築及び運用準備に協力企業と

して携わることになりました。 

現在、平成 30 年度からの運用開始に向け

て、MRシステムの整備を開始しています。 

今後、100 年以上の期間にわたり、40 基

を超える原子力発電所の廃止措置が必要とな

り、その解体技術などの廃止措置関連技術の

ニーズは、ますます高まることが予想されま

す。一方、これらの技術は、いまだ研究開発

段階にあり、これらの技術が安全・安心面や

経済性の観点からも実用的な技術として確立

することが期待されています。 

これまでに、原子力発電所の廃止措置に応

じた幾つかの廃止措置 ES（Engineering 

System）が開発されております。例えば、ふ

げん廃止措置エンジニアリング支援システム

（DEXUS）では、仮想現実（VR: Virtual 

Reality）の可視化システムが 3次元 CADデ

ータと連携した線量率データを含む VR 作業

空間での作業員の移動シミュレーションに適

用されています。 

最近では、ふげんにおける知識マネジメン

トシステム構築に向けた取り組みの中で、

VR を用いた解体作業シミュレーションや拡

張現実（AR: Augmented Reality）を用いた

解体作業計画支援などが開発されています。 

このような取り組みによって、有用な知見

が得られ、更なる安全・安心で合理的なシス

テム開発が加速されると考えています。 

 

3. MR システムの概要 

廃止措置における廃炉解体向けMRシステ

ムの概要について紹介します。 
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1) MRシステム 

MR システムとは、現場の実映像に CG 映

像や 3 次元 CAD モデル、3 次元点群モデル

による仮想オブジェクトを合成して、実際の

現場にあたかも仮想オブジェクトが存在する

かのように実物大で見せることが出来るシス

テムです。 

MR システムを上手く活用すれば、自分自

身が実寸大の 3次元空間に入り込むことで、

臨場感ある作業体験が可能になります。 

例えば、測定した放射線の線量データがあ

れば、3 次元レーザー計測器で測定して作成

した 3次元点群モデルに、線量データを可視

化した線量のシミュレーション空間を重ね合

わせ、実現場さながらの解体作業の事前体験

が可能となり、作業の安全・安心、効率化の

確認並びに検証ができます。 

また、体験者の作業を、施設運転や解体作

業に携わった熟練経験者が観察する事で、シ

ミュレーション空間で作業を行う作業体験者

へのアドバイスやコメントすることが可能と

なり、知見の共有化やコミュニケーションの

活性化を図ることができ、廃止措置解体作業

の技術・技能の継承が可能となります。 

さらに、その体験映像へ共有した知見やコ

ミュニケーション内容を重ね合わせてキャプ

チャーしてコンテンツ化しておくことで、他

の原子力発電所の廃止措置へのノウハウ継承

技術の一つとして活用が期待できると考えて

います。 

2) MRシステムの機能 

MR システムは、最新のビジュアル設備を駆

使して、実際の廃止措置解体現場を計測して

仮想体験することができます。 

廃止措置には、廃棄物発生量低減等の観点

から事前に十分な手順の検討が必要です。 

そこで、プラント内機器の設置状況や機材

の操作性確認等の分野で応用が期待されてい

るMRシステムを活用することで、作業手順

の事前確認・検討が可能になります。また、

MR システムを利用すれば、放射線量を可視

化することができ作業者の被ばく量の低減を

図ることができます。図 1にMRシステムの

イメージ図を示します。 

 

 

 

図 1 MRシステムイメージ図 
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3) MRシステムの 3つの特徴 

MRシステムの特徴を以下に示します。 

(1) 臨場感あふれる、実寸大の世界 

・現実空間にあたかもそこにあるかのよ

うに、仮想の情報を重ね合わせます。 

・例えば、仮想のモックアップを実寸感

覚で体験することが可能です。 

(2) 観る位置を選ばない自由な視点 

・高精度かつ高速な位置合わせで、現実と

仮想の世界を正確に融合します。 

・体験者の視点に追従した、自由な角度か

らの観察が可能です。 

(3) 今を体験できるインタラクティブ性 

・現実世界と仮想世界が相互に作用するこ

とで、操作性、表現力を高めます。 

・直感的な判断がコミュニケーションを加

速させます。 

4) MRシステムの適用事例 

MR システムは製造現場を中心に、最適な

作業姿勢の検証や、手や工具のアクセス性の

確認、部品の組立の検討、ケーブルやホース

配索検討、点群・CAD 融合モデルによる工

場内設備のレイアウト検討など、様々な業務

シーンで適用が進んでいます。図 2にMRシ

ステムの適用事例の概要を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. おわりに 

最近、3 次元点群データや CAD データを

活用したシステムの新製品が数多くリリース

され、その機能や性能は、各段に向上してい

ると考えています。 

今回紹介したMRシステムにおいては、こ

れまでには、実現できなかった、様々な先進

的な機能を搭載し、ほぼ、現実空間に近い形

で、仮想空間での観察及び作業体験が可能と

なっています。 

今後、原子力発電所の廃止措置に関する技

術革新のニーズは確実に高まると考えられ、

特に、これらの技術が安全・安心面や経済性

の観点からも実用的な技術として確立するこ

とが期待されています。 

MR システムは、今後の廃止措置に係る技

術革新に以下の点で寄与すると考えています。 

・最適な廃止措置手順（搬入・解体・搬出

等）の事前確認・検討が可能となり、作業

の効率化が図れます。 

・作業員の放射線による被ばくの程度予測

が可能となり、作業員の被ばく量の低減に

寄与します。 

・廃止措置に係る熟練作業者による、若手

作業者への技術及び技能伝承の具体的な対

応として、熟練作業者の作業などをそのま

まキャプチャーしてアーカイブ化で残し、

人材の育成に繋げられます。 

 

MR技術の活用によって、上記 3点の技術

課題を解決し、更なる技術革新で、将来、国

内で進められる廃止措置に広く適用させ、そ

の有効性を活かすことを目指して参ります。 

 

参考文献 

1) 庄司公明,“原子力施設の廃止措置における

大規模点群・複合現実感技術の可能性,” デコ

ミッショニング技報, No. 55, p. 8-21, 2017. 

 

図 2 MRシステムの適用事例 
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２．小柳建設における福島県ため池放射性物質対策への 

取り組みについて 
                 小柳建設株式会社 井出 光  

 

 

1．会社概要 

小柳建設株式会社（以下、小柳建設という）

は、1945 年創業の総合建設業を営んでいる会

社です。「生命と自然の調和」の企業テーマの

もと、環境保全事業の一環とし浚渫事業にお

いても研鑽を積んでおります。 

 

2．浚渫技術の特徴 

小柳建設は、自社機（船）による直営施工

を主体として浚渫工事を行っております。一

つとして同条件の現場は無く、常に現場単位

で最適な施工を目指して創意工夫と機械の改

良・新造を繰り返し、浚渫技術の構築を図っ

ております。その技術は、施工性の向上と環

境影響（濁水発生や悪臭発生等）の抑制を前

提にしております。 

底質を乱さず浚渫を行う「高濃度・泥土吸

引圧送工法」（水底で土砂を吸い取り、目的地

までパイプラインで圧送）に特徴があります。

浮泥から砂礫、水生植物まで浚渫・空気圧送

を可能とする技術です。 

浚渫船としては、水深の無い場所から水深

のある場所まで適応できる「吸引圧送機（水

陸両用機）」から「吸引圧送船（組立台船型）」

等、様々な現場に適応出来る機種を所有して

おります。 

 

3．ため池等放射性物質対策業務の実際 

小柳建設では現在、2 件のため池の放射性

物質対策業務に係わらせて頂いています。2

件の工事とともに、平成 27 年度に行われた

「ため池除染技術実証事業」で実証された「吸

引圧送機を用いた底質の効率的な除去及び減

容化の技術」での除染業務を行っております。

以下に現在実施している業務内容、小柳建設

の技術について紹介させて頂きます。 

(1) 業務概要 

①ため池放射性物質対策事業 

場所：福島県郡山市 

内容：対策面積 17,696 m2 

厚さ 20 cm 

期間：平成 29 年 7 月～12 月 

使用機械：吸引圧送船 1 隻 

      脱水処理設備 1 式 

   (フィルタープレス 7.4 m3  1 基 

            4.4 m3 2 基） 

 

②ため池放射性物質対策事業 

場所：福島県南相馬市 

内容：対策面積 10,340 m2 

    厚さ 25 cm 

期間：平成 29 年 8 月～平成 30 年 2 月 

使用機械：吸引圧送船 1 隻 

      脱水処理設備 1 式 

   (フィルタープレス 4.25 m3 2 基 

            3.5 m3 1 基) 

 

(2) 技術の概要 

吸引圧送船を用い、ため池の水位を保った

まま、GPS を利用した浚渫 3D マシンガイダ

ンスシステムにより、放射性セシウムが存在

する底質のみ効率的に除去し、空気圧送過程

で粗粒分と細粒分の分離促進を図り、振動ふ

るいで分級し、細粒分（セシュウム付着土粒

子）をフィルタープレス（脱水機）で減容化

する工法です（図 1 及び図 2）。 
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(3) 効果・特徴 

①吸引圧送船は組立方式であり、搬入・搬

出が容易である。（市街地での施工が可

能） 

②水深 0.8 m 以上で吃水が確保でき、水深

5 m 程度までの浚渫が可能である。（ため

池の水位を保ち施工が可能） 

③浚渫 3D マシンガイダンスを使い、バッ

クホウ先端の吸引マウスを水平に移動さ

せて、対象の底質を堆積形状に沿って薄

層除去できる。 

④空気圧送による管内の送泥過程で土砂の

分離促進を図り、振動ふるいで粗粒分と

細粒分に分級し減容化する。細粒分は更

にフィルタープレスで脱水、減容化する。 

 

⑤吸引部を池底に投入したまま水平負圧吸

引するため、濁りの発生が少ない。 

(4) 業務での実施内容 

①吸引圧送船で深さと土厚が違う底質を計 

画通りに高濃度で吸引する。 

②空気圧送工法で地上に設置した脱水プラ

ントに空気圧送する。 

③振動ふるいに投入し、細粒分と粗粒分に

分級する。 

④細粒分をシックナーで濃縮し、フィルタ

ープレスで脱水、減容する。 

⑤砂・脱水ケーキともに、耐候性大型土の

うに詰め線量の測定、仮置きを行う。 

⑥水質を確認しながら、基準内に管理され

た水をため池に戻す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       

   

 

 

 

 

 

 

図 1 吸引圧送船を用いたため池等放射性物質対策の技術 

 

【施工概念図】 

吸引圧送船 

水上管 

陸上管 脱水処理施設(ﾌｨﾙﾀｰﾌﾟﾚｽ) 

拡大 

【吸引イメージ】 
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図 2 施工状況の写真 

 

(5) 業務の現状 

 現在、2 つの現場業務を同時に行っており、

供に進捗は 60%程度となっております。浚渫

3Dマシンガイダンスを使用することにより、

効率的・高精度で水中の放射性物質を含んだ

土砂を効率的に除去に成功しており、平成 29

年 12 月には当初計画分の業務を終える予定 

です。 

 業務完了まで安全第一で作業を行い、ため

池をきれいにして、地元の方に喜んでもらい

たいです。 

 

4．おわりに 

 福島県内には放射性物質の対策を必要とす

るため池が数多くあります。小柳建設が浚渫

事業を始めたきっかけである「人間の汚した

ものは人間がきれいにする」という思いを旨

に、今後も技術の研鑽に努め、ため池の放射

性物質対策事業に貢献して参ります。 

 

【吸引圧送船全景】 

現場で組み立た吸引圧送船に浚渫 3D 

マシンガイダンスを搭載 

【吸引マウス】 

土厚・土質に応じて開口部高さが調整

可能。より高濃度での吸引を実現 

【脱水処理施設全景】 

現場規模・条件に応じてフィルタープレ

スのサイズ・台数の調整が可能 

【脱水ケーキ】 

フィルタープレスにより脱水された脱水

ケーキ(含水率 50～60%)即時、搬出可能 
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海外技術情報 

 

１．英国の放射性廃棄物処分の指針と安全説明文書 
 

廃棄物処理事業推進部 鈴木 康夫  

 

英国の規制機関による報告 1)に基づき、英国の固体放射性廃棄物に関する国の「指針」と操

業者がそれに基づき許認可のために作成する安全説明文書（Safety Case）の近年の進展の様子

を紹介する。 

 

放射性廃棄物の全体状況 

英国は 4つの地方自治政府（イングランド、

ウェールズ、スコットランド、北アイルラン

ド）からなるが、そのうち、英国政府所管の

イングランド以外は地方自治政府に放射性廃

棄物管理の権限が委譲されている。 

最新の放射性廃棄物インベントリは、現存

するもの及び将来発生予定のものを含めて体

積で 約 450万m3と見積もられている。ただ

し、この 3倍以上あるとされる原子力発電所

の廃止措置に伴う廃棄物は含まれていない。

廃棄物は英国全土で行われている原子力に係

る活動と原子力以外の活動の両方の結果とし

て生じている。全廃棄物の約 91%がイングラ

ンド、6%がスコットランド、3%がウェール

ズで発生している。北アイルランドには主要

な廃棄物発生者はなく、原子力以外の用途（例

えば病院、産業、教育及び研究施設）に関連

して発生する少量の放射性物質のみである。 

廃棄物の大部分は、浅地中処分施設で処分

される。処分場所は、イングランド北西部の

カンブリア州にある国の低レベル廃棄物処分

場（LLWR）、スコットランドの北岸にあるド

ーンレイ LLW施設、そして廃棄物の処分の

ための特定の許可を有する 3つの産業廃棄物

処分場である。これらの浅地中処分施設にお

ける廃棄物の処分は、環境規制機関が英国共

通で公表した指針に記載されている承認要件

に従って適切な環境安全説明文書（ESC： 

Environmental Safety Case）による証明に

基づいて許可されている。 

一方、英国は高レベル放射性廃棄物（HA

W）の最終処分のための解決策を見出してい

ないが、処分可能になった時点で極力そのま

ま処分できるような廃棄物パッケージングで

の貯蔵を行う取り決めを確立している。地層

処分施設については浅地中処分施設と同様の

指針が、イングランドとウェールズの環境規

制機関（EA）と北アイルランド環境省（Do

ENI）によって作成されている。ただし、ス

コットランド政府の政策は HAW等の地層処

分を支持していないため、この指針はスコッ

トランド環境防護局（SEPA）には支持され

ていない。関連する EC指令、国際基準、及

び適正実施の要件に沿って、将来の地層処分

施設は、設計、建設、操業そして閉鎖まで、

原子力規制局（ONR）によって認可され、規

制される。地層処分施設の許認可は、環境規

制当局の要件や許認可プロセスに影響を与え

ない。処分自体の許可と、操業完了に続く規

制は、環境規制当局の責任である。 

 

処分指針の原則と要件 

浅地中処分と地層処分の両方の指針は、主
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に処分施設の開発者を対象としている。指針

は、処分施設を開発し、運用する許可を申請

するにあたって規制当局が開発者が従うべき

要件を示している。また、英国の放射線防護

要件を定め、廃棄物処分施設の許認可決定に

導く規制プロセスを示している。さらに、規

制当局が処分施設の開発者によって提出され

ると期待される ESCについて示されている。 

処分施設の開発者は、施設が人や環境を適

切に防護することを証明しなければならない。

これを達成するためには、処分施設の開発者

の取り組み方法を示す必要があり、また、設

計、施工、運営、閉鎖などを含む一連の原則

及び要件を満たされなければならない。指針

は、これらの原則と要件を定めている。それ

らの各々は、短い詳細レベルの要約記述から

始まり、より詳細な情報が続く。最も重要な

要件の 1つは ESCである。これは、提案さ

れた施設が指針に記載されている他のすべて

の要件をどのように満たしているかを開発者

が証明する手段であり、処分する廃棄物の危

険から人や環境を防護する。 

指針では、廃棄物処分の 5つの原則と、廃

棄物が示す危険に応じて適切に適用される場

合に原則が達成されることを確実にするより

具体的な 14の要件に焦点が当てられている。

指針における原則と要件の関係を図 1に示す。 

 

図 1 放射性廃棄物処分の指針における原則と要件との関係 

 

指針の適用と処分に関する課題 

浅地中処分に関する指針は 2009 年に作成

されたため、すでに英国の多くの状況で適用

されている。様々な状況での指針の適用から、

種々の教訓が得られた。これらは現在照合さ

れており、近い将来英国の指針のレビューと

更新に反映される予定である。指針のリスク

ベースのアプローチは、英国の廃棄物の浅地

中処分のインフラを拡大し、相当量の極低レ

ベル廃棄物（LLW）を LLWR から代替処分

施設へ移動させることに成功した。 2009 年

には、英国全土の原発から発生した LLW の

95％以上が LLWR で処分され、すぐに保管

容量に達するところであったが、代替処分施

設、特に商業用埋立地の許可によって、現在

発生している LLW の 85％以上が LLWR か

ら移動されることとなった。これにより工学

的防護を必要とするレベルの廃棄物の処分と
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いう LLWRの重要な機能を活かせている。こ

の代替ルートの開設によって LLWR の継続

的な運用が可能になり、イギリス全土での原

子炉の廃止措置の推進が可能になったばかり

でなく、LLWRのみの処分費用と比較して重

大なコスト削減を可能にした （2009 年から

2015年にかけて、137百万ポンド以上）。 

 

LLWR への指針の適用 

指針は、リスクベースのアプローチと廃棄

物の最適配置の促進のために、様々な状況で

種々の開発者と操業者に適用可能であること

が示された。その最も幅広い応用は、LLWR

においてなされ、2007年に適応が開始され、

更新を経て 2011年 5月にLLWRによるESC

が EAに申請され、レビューが行われた。一

連の問題の特定と解決（全体で 72件）が 2013

年 10月まで続けられた。その際の ESCに関

するいくつかの問題点を以下に要約する： 

①沿岸浸食 

サイトは浸食されている海岸線近くにあり、

これは最終的には廃棄物が表面にばく露する

ことを意味する。したがって、このばく露経

路は、公衆と環境の潜在的な被ばくの主要ル

ートの 1つであると考え、公衆と環境に対す

るリスクが許容されることを示す必要があっ

た。これには、気候変動の範囲と海面上昇の

予測を慎重に考慮する必要がある。様々な種

類の浸食メカニズムのモデリング及び一度ば

く露された処分場の廃棄物の挙動の理解や施

設が破壊された場合の影響の理解のための概

念的なサイトモデルが構築され、その後の 

様々なシナリオの開発とリスク評価が行われ

た。 

②廃棄物の不均一性への対応 

以前の ESCの評価は、受託廃棄物全体で

の放射能の均一な分布を仮定していた。この

ESCでは、廃棄物の放射能平均濃度が廃棄物

受入基準（WAC： Waste Acceptance 

Criteria）に適合しているが、個々の廃棄物

内の物質及び放射能濃度の範囲は考慮されて

いないことを認識した。施設に廃棄される廃

棄物には、密封線源、金属棒、粒子などの物

理的に異なる物が含まれている可能性がある。

同様に、そのような物に関連して放射能レベ

ルはかなり異なる可能性がある。高放射能粒

子は、遭遇する可能性が非常に低いが、重大

な被ばく線量の潜在的な可能性のために、関

連し得るリスクを計算する際にかなりの困難

を示した。一方、離散的な物は、遭遇の可能

性を評価する際に他の困難を示した。密封線

源などは、重大な被ばくをもたらす潜在的な

焦点になる可能性がある。これらの評価に基

づいて、受託廃棄物に存在する粒子及び離散

的な物に具体的に取り組むためのWACの一

部として、現在、制御が確立されており、特

定の内容物の廃棄物の不均一性についての記

述をする必要がある。 

③非放射性物質の影響 

廃棄物処分に関する以前の指針は、廃棄物

の放射線特性に焦点を当てたものであった。 

2009年に発表された改訂指針では、廃棄物の

有害物の特性は ESCの一部として考慮すべ

きであることを明らかにした。アスベストや

鉛などの有害物の性能基準や、非放射性の成

分（例えばトリブチルホスフェート（TBP））

が放射性核種の挙動に与える影響の検討を通

して、特定の課題が生じた。評価はまた、受

託廃棄物内の錯化剤の受容性を再考した。以

前は、これらの化学物質で汚染された廃棄物

は LLWRに処分することができなかった。

ESCのレビューでは、錯化剤の広範な試験及

び評価の後に、そのような錯化剤を受け入れ

るケースを作ろうとした。バルクではないに

もかかわらず、多くの複合体が許容されるが、

アミノポリカルボン酸は制限されるべきであ

ることが実証された（例えば EDTA、NTA）。

この考察の結果、現在の許認可では、廃棄物
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の有害物に関する発生者からの情報を従前よ

り多く提供してもらうため、特定の物質（例

えば水銀）の含有制限や要件をWACに含め

ている。 

 

地層処分への指針の適用 

英国は現在地層処分施設を有していないが、

地層処分指針はその計画の基礎を提供する。

EA と ONR は協力して、地層処分の特定操

業者である放射性廃棄物管理会社（RWM）

に、地層処分施設の許認可を得るために ESC

が満たすべき要件を通知するために指針を用

いた。RWM の科学技術プログラムが地層処

分を実施するための健全な基盤を提供するこ

とを確実にするために、両規制当局との共同

検査プログラムが設立された。この作業の一

環として、EA と ONR は、2011 年に発行さ

れたRWMの一般的処分システムの安全説明

文書（gDSSC: generic Disposal System 

Safety Case）の規制見直しを行った。現段階

で地層処分のために選択された地点がないた

め、gDSSC は特定の地質環境に焦点を当て

ていない。このため「一般的」DSSCと呼ば

れている。代わりに、gDSSC には、英国の

一般的な地質条件下における地層処分施設の

建設、操業及び輸送に関する ESC が含まれ

ている。RWM はこの段階で許認可を求めて

いないが、規制当局が gDSSC を審査し、ア

ドバイスやコメントを提供した。実際、許認

可の要件に関する規制指針では、一般的な 

ESCは必要ない。しかし、このレビューは、

規制当局にいくつかのコメントを提供したの

で重要であると考えられた。 

監督当局の gDSSC の見解をまとめたもの

は出版され、gDSSC は地層処分を実施する

初期段階で適切な程度の確かさと英国の地層

処分施設の安全説明文書を提供し、適切なサ

イト選定の基礎となることが確認されている。 

レビューから、ESCを作成するにあたって障

害となるような問題は特定されなかった。こ

れにより、規制当局は、gDSSC の将来の発

展を助けるために RWMに勧告を出し、地層

処分施設のための受け入れ可能なサイト固有

の ESC を作成するための進捗状況を示す多

くの条件を特定できた。 

 

今後の展開 

規制当局は現在、浅地中処分と地層処分の

両方に対する処分許可要件に関する指針の適

用から得られた経験を、それを利用した適用

範囲から照合している。これは、現在 2016

年末に開始された指針の見直しと更新に反映

される。また、原子力施設でサイト処分に対

処する指針から原則を開発する作業も進めら 

れている。 

 

結論 

規制当局の指針は、英国にある浅地中処分

サイトの範囲全体に適用することで、いくつ

かの非常に異なる ESCを開発させた。また、

指針に基づく gDSSC は地層処分の計画を立

てるための有用な基盤を提供している。（沿岸

浸食などの）現場特有のものや、より一般的

なもの（廃棄物の不均一性を考慮する必要性

など）が問題として浮き彫りとなった。さら

に、高度に技術的な複雑な問題を、非技術的

な読者がアクセスしやすくて理解しやすい方

法で提示するという課題に取り組む必要性が

明確になった。 

 

参考文献 

1) J. L. A. Long, et al.,“Issues and Challenges for the Disposal of Solid Radioactive Waste 

in the UK – 16597,” WM2016 Conference, March 6-10, 2016, Phoenix, Arizona, USA. 
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２．沸騰水型原子炉圧力容器の再利用 

 

                     廃棄物処理事業推進部 泉田 龍男  

 

 欧米各国では、放射性金属廃棄物の再利用が盛んに行われている。主に鉄材を溶融して、放

射性廃棄物の収納容器や遮蔽材を製造している。我が国では、クリアランス後の鉄材ですら再

利用が普及しない状況であるが、ドイツでは、放射化した原子炉圧力容器の切断片の再利用が

検討されている。今回紹介する論文によれば、通常は放射化による高線量機器と見做されてい

る原子炉圧力容器（RPV）でも、長期貯蔵による減衰を考慮すると低放射化部分はクリアラン

スと再利用が可能になるとのことである 1)。放射性廃棄物の物量低減にはきわめて有効と考え

られるので、以下に紹介する。 

 

1. はじめに 

 原子力発電所（NPP）の廃止措置や解体に

おいて最も重要な問題の一つは、放射性廃棄

物の物量を減らすことである。原子力施設内

で放射性物質を有効に再利用するリサイクリ

ングは、放射性廃棄物を減らすための環境に

やさしい方法である。また、この方法は放射

性廃棄物処分施設のスペース節減にも有効で

ある。ドイツにおいては、この再利用のため

のリサイクリングがドイツ原子力法において

明確に要求されている。 

 GNS 原 子 力 サ ー ビ ス 会 社 （ GNS 

Gesellschaft für Nuclear-Service mbH）は、

30年以上にわたって、再利用のための金属リ

サイクリングに関して様々なサービスを提供

している会社である。仕分け、輸送、除染、

切断、溶融、クリアランス、二次廃棄物の管

理、文書化等を業務とし、これに加えて、こ

れらの全体プロセスに関わる官庁の手続き及

び法的な規制に対する対策管理も行う。 

 GNS社の最近の事業の一つに、ドイツの原

子力発電所フィリップスブルグ 1 号機

（KKP1）のデコミッショニングに際しての

リサイクルの最適化がある。KKP1は、2011

年に停止した沸騰水型原子炉（BWR）である

が、原子炉圧力容器（RPV）の解体と処分が

重要なステップと考えられている。 

 本論文では、原子力研究施設で使用される

遮蔽ブロックの製造材料として、RPVを最大

限有効活用するための RPV の分割方法が検

討されている。この基本的な考え方や作業ス

テップは、全ての沸騰水型原子炉の RPV に

適用可能であり、放射性廃棄物の発生量を

60%以上低減できる。 

 

2. 溶融による再利用 

 金属再利用に関して、長期間にわたり GNS

社と提携しているパートナーの一つに

EnergySolutions（ES）社がある。ES 社の

溶融施設は、米国テネシー州 Bear Creek に

あり、容量 20 t、電気容量 7,200 kWの誘導

加熱炉で、放射性汚染金属の再利用のための

溶融炉としては米国最大のものである。そこ

での処理対象物は、鉄と少量の種々の金属を

含むものへと拡大してきた。この装置では、

全ての金属が、米国や世界各国の高エネルギ

ー物理の研究施設で使用される遮蔽ブロック

の製造に再利用されている。 

 遮蔽ブロック製造のために Bear Creek に

持ち込まれる金属には、化学的制約と放射能
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の制約がある。放射能に対する要求事項への

対応には、以下の二つの課題がある。一つは

RPV の放射能の特性がきわめて複雑である

ことである。二つ目は、金属の切断片の重量

が溶融施設の基準に適合していても、切断面

等の一部の放射線が高レベルであれば全体の

切断片が高レベルと認定され、溶融からは除

外されてしまう。 

 

3. RPV 容器の特徴 

 RPV容器への放射能の蓄積には、運転中の

中性子照射による放射化と放射性粒子による

RPV 汚染の二つの要因がある。したがって、

RPV の放射能特性を十分に評価するために

は、上記の要因を考慮しなければならない。 

 汚染については、RPVの内表面全体につい

ておおよその分布定数がある。RPV内表面は、

冷却水と直接接触しており、代表的なサンプ

ルを解析することで、その分布定数を評価す

ることができる。 

 RPV の放射化放射能は、RPV の燃料集合

体中心に対する距離に依存している。すなわ

ち、放射化放射能量は燃料集合体中心に向か

って増大する。燃料集合体から離れている

RPV 塔頂部や底部の放射化放射能のレベル

は相対的に低く、汚染放射能のレベルを下回

る。図 1に示す C領域では、10 cm 程度の小

さな幅で放射化放射能レベルが桁違いに上昇

し、ここでは汚染放射能レベルを指数的に上

回っている。このことはRPVの切断計画や、

切断部分の決定に極めて重要なことである。 

 上記の定性的情報は、放射能レベルの全体

的な理解に有効であるが、RPVの実際の切断

や切断片の処分の計画策定には、確かな放射

能の数値に基づく定量的なデータが必要であ

る。 

 GNSグループ内のWTIは、RPVとその内

部機器を含む原子力発電所構造物の放射化計

算やモデリングに豊富な経験を持っている。

放射化の程度を定量的に評価するために

WTIは、KKP1の全ての運転履歴を使用する。

それには発電所の改造期間、RPVとその内部

機器の幾何学的及び化学的データも含まれる。 

 RPV は化学的組成の類似性に基づいてス

ライス状にモデル化しており、中性子束密度

もそれに応じてセグメント化され、それぞれ

のセグメントに対してモンテカルロ計算法で

ある MCNP 法によりシミュレーション計算

される。 

 

 

 

図 1 RPVの線量分布と放射能区分図 

（赤色は放射能レベルが高く、緑色は低い） 

 

 計算による RPV の放射化特性によれば、

図 1 に示すＡ領域は、2035 年までの施設の

減衰貯蔵期間の後にフリーリリースが可能で

あることを示している。減衰貯蔵（2030～

2040年）により、非放射性の境界領域に移動

させることができる。一方、RPVの大部分を
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占める図 1 の C 領域は放射化レベルが高く、

最終処分施設のコンラッドで処理される必要

がある。領域 Aと Cの中間領域は、ES社で

のリサイクルに適用できる。 

 計算及び放射能レベルの境界確定は、新た

なサンプル解析の活用により最新のものに更

新されている。この計算及びサンプル解析の

結果による評価と実際の解体時の解体物の放

射能レベルが一致するように、今も努力が続

けられている。 

 

4. RPV の区分と輸送 

 内部の機器類を撤去した後に、RPVは分割

計画に従って切断される予定である。この分

割計画は、通常、サンプリングのために人が

アクセス可能になる時期の数年前に作られる。

図 1の点線に示すような分割計画は、RPVへ

の流出入配管やバルブ、その他の種々の形状

要因を考慮して決められる。 

 計画段階にある今の課題は、分割片の放射

能量が溶融施設の受け入れ基準に適合するこ

とを確認するための充分な放射能評価を実施

することである。放射線特性評価の結果では、

分割線が少し移動するだけで分割片の放射能

量が大きく変動することを示している。最悪

の場合では、分割片の放射能量が高すぎて溶

融施設で受け入れてもらえない事態が生じう

る。下手な計画では、放射性廃棄物の発生量

を大きく増やすことになるので、このような

事態は避けなければならない。 

このような事態を避けるためには、RPVを

切断する前に最終的な試料のサンプリングと

その放射能の解析による補正作業を追加しな

ければならない。これにより計算による放射

能評価が最終的に確認され、切断位置が決定

される。RPV をリング状に切断した後では、

修正するには制約が多く、現実的ではない。 

放射能をさらに低減するためには、輸送前

に除染することもできる。米国の Bear Creek

への輸送前の工程で、切断片は ISO基準のコ

ンテナー又はボックスに収納するためにさら

に小さく切断される。ボックスは、輸送時の

安全確保を容易にしてくれる。 

 

5. 結論 

 原子力発電施設の解体や廃止措置に際して

は、大量の金属廃棄物が処理されて処分され

る。これらの金属廃棄物の中で、わずかの割

合の金属廃棄物がクリアランスによってフリ

ーリリースすることができる。有効な再利用

のためのリサイクリングは、廃棄物量の低減

が可能なため、環境にやさしく、さらにコス

トを節約できる。これは中間貯蔵と最終処分

費用の節約になる。金属は、放射線遮蔽ブロ

ックの製造に使用することが可能であり、こ

れは高エネルギー加速器の研究施設で使用さ

れる。 

 

おわりに 

 本論文では、ドイツ GNS社から RPV再

利用の有効性が PR されているが、その前提

には 15～25 年程度の減衰貯蔵期間と詳細な

放射能評価が必要であることを考慮する必要

がある。しかし、RPVでもクリアランスや再

利用が可能となる魅力的な考え方である。今

からデコミッショニングが本格化するわが国

でも、実現可能性を真面目に検討する価値が

ある方式と思われる。

 

参考文献 

1) Dr. Niemma M. Buckanie and Boris Westerwinter ,“Utilization of the Reactor Pressure 

Vessel of a Boiling Water Reactor ,” KONTEC 2017, p. 76-78. 
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３．放射性廃棄物管理における処理の可能性と最適化 

 

廃棄物処理事業推進部 秋山 武康  

 

フランス電力庁（EDF）は発電会社ではあるが、長年発電所廃棄物（運転及び施設補修・改

造、廃止措置）の処理に力を注ぎ、多くの処理施設を運転している。廃棄物管理を最適化する

ためにどのコンセプト使用するかは、リサイクルのための規制枠組み、処分施設の利用の可能

性、処分の受け入れ基準などのいくつかの要因によって決まる。EDFは新原発に廃棄物低減策

を取り入れた設計を行っている。本論文では原発の各ライフサイクルで発生する廃棄物の種

類・特徴、それらの廃棄物の処理に対する EDFの技術、対応能力等が紹介されている 1)。 

 

1. はじめに 

EDFは、フランス及び英国で原子炉を運用

する大規模電力会社である。EDFの原子力事

業における重要な分野の 1つは、効率的で安

全な放射性廃棄物の管理である。 

EDFグループは、大規模な原発群の運営者

であり、並行して廃炉及び廃棄物管理のスペ

シャリストであるというユニークな面を持っ

ている。さらに 2016 年に買収により、

Studsvik の廃棄物処理施設及び処理後のク

リアランスによるリサイクル施設を入手し、

体制は強化された。 

廃棄物処理及び廃止措置のための革新的で

費用効果の高い解決策の開発は、世界的に注

目されている。 

 

2. ライフサイクルからみた廃棄物管理 

(1) ライフサイクルを通した廃棄物特性 

核施設のライフサイクルを通じて、核燃料

を除いた廃棄物の組成と発生する放射性廃棄

物の量は大きく変化する。 

通常の運転段階では、かなりの量の乾燥廃

棄物（例えば保護衣及びプラスチック）が発

生する。イオン交換樹脂（IER）、スラッジ及

びフィルターのような種々の水処理残留物も

また重要な廃棄物である。通常運転時の廃棄

物の放射線量率は汚染の可能性のあるレベル

から数百mSv/hに及ぶが、大部分の廃棄物は

1 mSv/h未満である。 

運転段階で発生する他の廃棄物として、メ

ンテナンスや設備の変更に関連する廃棄物、

たとえば交換された部品がある。性能向上の

ための停止時には、廃棄物量は数千 t にもな

る。メンテナンス時廃棄物の放射線量率は汚

染可能性レベルから数百mSv/hにも及ぶ。メ

ンテナンス廃棄物の線量率は、施設のどの部

分で作業が行われているかによって全く異な

るが、廃棄物の大部分は1 mSv/h以下となる。 

廃止措置段階では、廃棄割合は大幅に異な

り、効率的なプロジェクトで毎年発生する廃

棄物量はかなり多くなる。廃棄物または材料

の大部分は、潜在的放射性物質として分類す

ることができる。廃棄物のごく一部分が 1 

mSv / hを超える。 

以上の通常運転、メンテナンス、廃止措置

の 3段階における典型的な廃棄物組成を、図

1に示す。 

(2) 廃棄物所有者の考慮すべき事項 

EDF は発電所所有者であるので大量の廃

棄物発生者として、発生したか将来発生する

全ての廃棄物種について、安全で最適な管理

を実施、又は計画している。さらに、全ての

19



廃棄物の経路は、技術開発と経験を通じて、

必要に応じて常に精査され強化されている。 

EDFは経験を通じ、施設のライフサイクル

のすべての段階で放射性廃棄物の管理が不可

欠であることを学んだ。廃棄物管理を最適化

するためには、適切な特性、慎重な分離、効

率的な処理が重要な要素である。他の重要な

タスクには、計画立案とデータの記録、及び

知識管理が含まれる。 

放射性廃棄物管理に対する最もコスト効率

の高いアプローチは「回避」、すなわち不要な

廃棄物の発生を避けることである。廃棄物の

発生を減らすための運用上の変更はどの施設

でも可能であるが、廃棄物の発生を減らすた

めの物理的な変更はより困難で高価となる。 

EDFは、新設原発について、施設のライフ

サイクル全体で発生する放射性廃棄物の量を

できるだけ少なくするため、設計を最適化す

ることに努めている。これには今後数十年に

わたる廃止措置段階が含まれる。既存または

既知のプロセスを使用して管理及び処分する

ことができない廃棄物を発生させる設計は受

け入れられない。 

 

3. EDF グループの廃棄物管理能力 

他の廃棄物発生者に効率的な廃棄物処理

サービスを提供するとともに、EDFグループ

内のニーズを満たすため、処理施設、方法、

さらに有力な投資がなされている。以下に廃

棄物管理の可能性を示す。 

(1) 乾燥放射性廃棄物（DAW） 

DAW（乾燥放射性廃棄物：プラスチック、

紙/厚紙、木材、織物など）は通常、処分に制

約がある可能性がある性質だけではなく、密

度も低いため、DAW の処理は有効である。

DAW は圧縮により減容でき、焼却によって

容積を大幅に減らすことができ、望ましくな

い特性が破壊されることもある。 

EDFグループは、2つの焼却施設を運用し

ている。フランス Socodei 施設の処理・処分

センター（CENTRACO）は固形廃棄物につ

いて年間 3,000 t の処理能力を有し、液体の

処理能力も年間 3,000 t の処理能力である。

全β・γ線規制値は 40,000 Bq/gであり、全

α線規制値は 370 Bq/g である。スウェーデ

ン Studsvik施設は、年間 500 tの焼却能力を

有し、全β・γ線規制値が 8,000 Bq/gであり、

全α線規制値が 80 Bq/gである。さらに年間

100 tの許可容量を持つ熱分解施設がある。 

(2) 液体廃棄物 

原発や原子力施設の運転では、水溶液、油、

溶剤の液体廃棄物が発生する。廃棄物受入基

準では液体廃棄物を固体状態に変換すると規

定しており、液体を含む廃棄物は処分場で処

分できない。 

EDF で は 2 つ 解 決 方 法 が あ り 、

CENTRACOでは液体を集中貯蔵しオンサイ

トで焼却処理をする。一方、原発では移動式

ユニットを使用できる。 

(3) イオン交換樹脂（IER） 

イオン交換樹脂の空間線量率及び核種成分

の変動が大きいので、公道での処理・処分な

らびに輸送は困難である。 

そのため可搬式の Mercure システムが開

発され、道路輸送ができる。このシステムは

主に高線量率 IER を目的として設計されて

おり、IERが安定したポリマーマトリックス

に埋め込まれる。 

フランスとスウェーデンの施設では、低レ

ベルの樹脂の焼却処理ができる。 

(4) 金属スクラップと大型部品 

金属廃棄物は、金属スクラップ及び大型部

品に分類できる。溶融工程の有無にかかわら

ず金属廃棄物を最小限に抑えるために、クリ

アランスによるリサイクルなど、除染が有効

である。金属のリサイクルは、各国の規制対
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象となる。 

EDFは、フランス、英、スウェーデンの 3

か所で金属を処理している。 スウェーデンと

フランスでは、溶融施設がある。 英国では、

EDFが金属リサイクル施設を運営し、除染と

クリアランスを行っている。施設では、炭素

鋼、ステンレス鋼、アルミニウム、黄銅、銅

及び鉛が処理される。 なお、スウェーデンや

英国では、原子力産業以外での金属のリサイ

クルを目標としているが、フランスでは、原

子力産業におけるリサイクルや廃棄物の削減

を目指している。 

溶融施設の廃棄物受入基準について、スウ

ェーデンではβ・γ線が 50-100 Bq/g、α線

が 100 Bq/g であり、フランスではβ・γ線

が 20,000 Bq/g、α線が 370 Bq/gである。 

(5) 大型部品 

大型部品の処理は、処分量を大幅に削減し、

処分場能力と安全性（ボイドの削減など）に

大きな影響を与える可能性がある。 

過去 25 年間に、ヨーロッパの原発に由来

する大型部品が、スウェーデンの溶融施設に

ある特殊施設で処理された。専門施設での処

理のために大型部品を外に移送することは、

現地処理と直接処分の効率的な代替方法であ

ることが証明されており、PWR蒸気発生器、

BWR 再加熱器とタービン、燃料ラック及び

原子炉容器ヘッドが処理されている。98％ま

での体積減少と 95％の金属のリサイクル率

が実証されている。 

現在の CENTRACO の制限は、重量 200 t、

長さ 19 mであり、ここ数年、燃料ラック、

熱交換器、タンクなど、フランスのいくつか

の大型部品が CENTRACO で取り扱われて

いる。スウェーデンでは、重量 400 t、長さ

25 m の大型部品が、除染、サイズの縮小、

リサイクル用の溶融によって安全に運搬され、

処理される。 

(6) 微汚染、汚染の可能性のある廃棄物 

原子力施設のライフサイクルの間に、汚染

の可能性のあるレベルか、又はクリアランス

によってリサイクルするための閾値以下に汚

染されたかなりの量の廃棄物が発生する。特

に廃止措置段階では、大量にこのカテゴリー

の廃棄物が発生する。 

スウェーデンの廃棄物処理施設では厳密に

遮へいされた測定セルを使用した、クリアラ

ンス測定のための専用施設が国内外のユーザ

ーニーズに対応している。 

 

4. 議論 

新しい施設と方法を組み込んだ EDF施設

での何十年もの廃棄物処理の実績は、前処理、

処理において多様化し最適化された方法を適

用する利点を示している。図 2に示すように、

焼却、溶融、大型機器の処理により、大幅な

体積削減が達成できる。 

費用削減に加えて、廃棄物の減容、原子力

セクター内もしくはクリアランスによる市場

へのリサイクルは、処分場の限られたリソー

スである処分量を節約し、環境への影響を限

定する。 

同様に基本的なアプローチは、廃止措置か

らの廃棄物に適用できると確信している。サ

ービスの中には、必要でないものもあれば、

追加又は拡張する必要があるものもある。新

技術やサービスの研究開発活動は、社内ニー

ズと外部要請に基づいて行われる。 

大規模な近代化プロジェクトから学んだ教

訓は、施設所有者としても廃棄物処理機関と

しても非常に有益であると考える。 

 

5. 結論 

廃棄物量の削減、安全な処分とリサイクル

のための処理は、いくつかの観点から魅力的

であると同時に持続可能であることが判明し
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ている。 

材料管理と廃棄物処理の成功を保証するた

めに、以下の要因が優先される。 

・安全な経験、能力と理解 

・特殊な処理施設への安全なアクセス 

・リサイクル及び代替廃棄ルートへの安全

なアクセス 

・構造と物流の重視 

・安全で効果的で堅牢なプロセスの実装 

・利害関係者との対話と関与を忘れないこ

と 

 

参考文献 

1) Arne Larsson, et, al., “Radioactive Waste Management in a Treatability and 

Optimisation Perspective － 17527,” WM2017 Conference, March 5-9, 2017, Phoenix, 

Arizona, USA. 

 

 

 

図 1 各段階における廃棄物の組成 

 

 

 

図 2 廃棄物処理による減容 
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４．米国における廃止措置規制の改正 

 

専務理事 澁谷 進  

 

米国原子力規制委員会（NRC）は 2017 年 3 月 10 日に、原子力発電所の廃止措置に係る規

制基盤（Regulatory Basis）案を公表した。現在、NRC において、廃止措置に移行する商業用

原子炉の明確な要件を確立するための規則策定の検討が進められている。公表された規制基盤

案は、規則策定の基礎となるものである。規制基盤の最終案は 2017 年後半には発行予定であ

り、2019 年秋には規則案の最終版が提示されるとのことである。本稿では、米国における廃止

措置規制の改正について、これまでの動きも含めて紹介する 1)。 

 

1. 概要 

現在、米国では、商業用原子力発電炉の認

可事業者は、原子炉の閉鎖にあたっては、そ

の運転認可に免除や変更が求められ。それは、

恒久閉鎖の場合でも、廃止措置原子炉として

新しい規制状態に自動的に移行できず、NRC

が必要とする認可の免除や変更を承認するま

で、運転認可に従った規制状態が継続するた

めである。米国の NEI（原子力エネルギー協

会）によれば、これは公衆や環境の安全と健

康を防護するにはほとんど役に立たない経費

と時間を消耗する作業であり、事業者は認可

免除のために 8 から 12 項目の申請をしなけ

ればならず、完了するのに 1 年から 1 年半の

改訂作業となり、結果的に何億ドルもの不要

な支出になるという。 

規制当局及び認可事業者にとっては運転

から廃止措置への移行をより効率的かつ効果

的に、また、公衆に対してはより透明性をも

って公開するために、NRC は原子炉の廃止

措置に関する規則を改正する活動に長年取り

組んできており、今回の規制基盤案発行の後、

2018 年春にはそれに基づく規則案のドラフ

トを策定、最終的な規則案を 2019 年秋に

NRC 委員会に提出する予定である。 

 

2. これまでの動き 

多くの発電用原子炉が廃止措置中の状況

であった 1990 年代当時、廃止措置の手続き

をより効率的かつ効果的にするため、追加の

規則制定の必要性が明確になっていた。1997

年から 2001 年の間に発行された一連の論文

で、NRC は廃止措置に関する規則を改善す

るために追加や推奨項目を NRC 委員会に提

出した。1999 年 12 月には、委員会は NRC

に対して、緊急時対応や保険、安全･保護、要

員計画と訓練、バックフィットを規定する単

一かつ統合的なリスク情報に基づく規則策定

を進めるよう指示した(SRM-SECY-99-168)。 

NRC によれば、規則策定の目的は、公衆

の健康と安全や公共の保護と安全保障への放

射線リスクが、運転中の原子炉に比べて軽減

することから、原子炉の廃止措置に対する規

則を明確にして、削除することであった。 

2000 年 6 月に NRC は、廃止措置の規則策

定計画案「原子炉の廃止措置に対する統合規

則策定計画（SECY-00-0145）」を委員会に提

出した。要請に基づき、この計画は緊急時対

応計画や保険、安全･保護、要員計画と訓練、

バックフィット防護規則に関して規定してい

た。ここでは、使用済燃料プールにおけるジ

ルコニウム火災のリスクに関する研究は完了

していなかったが、その後の研究と追加の緩

和方策は、プール火災の確率は以前の報告よ
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り小さいことを示しており、NRC は今回の

廃止措置規則の改正においては、それらの研

究から多くの情報を利用している。 

NRC は、2011 年 9 月 11 日のテロ攻撃後

に廃止措置規則策定に関する活動を中断した

が、その間に運転を終了した原子炉はなく、

NRC は既存の廃止措置規則の改正を進める

差し迫った必要性はないとみていた。しかし、

2013 年に、クリスタルリバー－3、キウォー

ニー、サンオノフレ－2、－3 の 4 基の原子炉

が、特段の事前通知や事前計画もなく恒久停

止し燃料を取り出した。同様に、2014 年 12

月にバーモントヤンキーが、2016 年にはフォ

ートカルフォーンが閉鎖した。さらに数基の

原子力発電所が 2019 年までに運転終了する

と予想される。 

NRC 委員会は、2014 年 12 月のスタッフ

要請書「緊急時計画要求事項の免除に対する

デュークエネルギーフロリダ社による要請

（SECY-14-0118）」に対するにおいて、NRC

に再び新しい廃止措置規則の策定を進めるこ

と及びその完了を 2019 年初頭に目標をおく

ことを指示した。NRC 委員会は、また、こ

の規則策定は以下の項目に対処しなければな

らないと言明した。 

・緊急時対応準備へのリスクに応じた対応

など、SECY-00-0145 で議論された課題 

・廃止措置を既に済ませた（あるいは現在

進行中の）プラントからの廃止措置過程

で得られた教訓 

・廃止措置方法の既存の選択肢（DECON、

SAFSTOR、ENTOMB ）とそれらに関

連する時間枠の妥当性 

・廃止措置過程における、州政府、地方政

府及び非政府利害関係者の適切な役割 

・その他、NRC が関連すると判断される

課題 

NRC は、2015 年 11 月 19 日付けの連邦公

報で規則策定の事前通知を発行し、新しい廃

止措置規則の基礎となる規制基盤案を策定す

る意図を公表した。NRC によれば、新規則

は廃止措置原子炉に対して、緊急時対応準備

や核物質防護、職務適合性の領域において明

確な要求事項を確立し、それにより運転中原

子炉に対して作られた現行の要求事項からの

免除の必要性を削減し、また、廃止措置の適

時性と州及び地方政府、その他の機関の役割

にも対処するとした。NRC は、規制基盤の

策定に関して利害関係者からの意見を得るた

め、新規則を一般意見公募に公開した。NRC

によれば、一般意見公募の期間中に寄せられ

た 162 件の意見の多くは、廃止措置プロセス

への公衆の関わりの度合いや原子炉の廃止措

置に対する 60 年規制、NRC が PSDARを承

認すべきかどうか、緊急時対応計画の考慮、

廃止措置基金の使用についてであった。 

 

3. 規制基盤案 

NRC は、一般公募に寄せられた意見を踏

まえ、緊急時対応準備や核物質防護、廃止措

置の信託基金、敷地内外の資金保証の要求事

項及び賠償協定、バックフィット規則の適用

の領域において、規則策定を進める十分な正

当性があると結論した。さらに、使用済燃料

管理に対する要求事項及び 10CFR Part 

50.51 にある環境に対する要求事項を明確に

するための規則策定を勧告した。 

逆に、規制基盤案では、規制ガイダンスの

作成のような規則策定以外の規制活動は、廃

止措置プロセスにおける州及び地方政府の適

切な役割についての利害関係者の関心や

PSDAR の審査と承認、廃止措置の 60 年期限

に対処するために活用されるべきであると結

論している。NRC はまた、勧告の最終決定

に先立って、サイバー・セキュリティ、薬物・

アルコールテスト、燃料取扱者の訓練と最小
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要員の認定、経年化管理、材料疲労管理に関

する追加情報の必要があることを決定した。 

規制基盤案の公表に続いて、NRC は、2017

年 5 月 9 日付けの連邦公報で、予備的な規制

分析案を公表した。規則策定の勧告から受け

る産業界や政府、社会の経済的影響を決定す

るため、経費や利益、その他の影響や効果が、

規制分析の中で示された。規制基盤案の公表

とともに、NRC は一般意見を公募し、その

中で以下の 5つの一般的な質問を考慮するよ

う求めた。 

1) NRC は、予備的な規制基盤案の中で記

載された各規制領域に対して、適切な選

択肢を考慮しているか？ 

2) 各規制領域において、NRC が考慮すべ

き追加要素があるか？それらは何か？ 

3) 規則案を策定する間に、NRC が考慮す

べき追加の選択肢はあるか？ 

4) 今回の規則策定のための規制基盤の中

に NRC が含めるべき規制の影響に関す

る追加の情報はあるか？ 

5) NRC は、今回の規則策定の一部として、

廃止措置中の施設の認可事業者に対す

る、包括的な基盤に係る 10CFR Part 

50.38 への免除について対処すべきか？ 

 

4. 産業界の対応 

 米国の原子力産業界を代表する NEI（原子

力エネルギー協会）は、NRC の意見要請に

応え、NRCにできるだけ速やかに廃止措置

規則策定を完了する作業を継続するよう強く

主張するとともに、最終的な規則文書の策定

においては、NEI が規則策定案の 2015 年の

事前通知への回答で提出した提案を取り上げ

るよう求めた。NEI はまた、先の 5 つの一般

的質問にも回答した。 

第一の質問については、NRC は規制基盤

案の中で記載された各規制領域に対して正し

い選択肢を考慮していることに同意した。し

かし、NRCは廃止措置中に必要な認可手続

きの数を減らすという規則策定の当初の目的

を進展させない規制領域において、何も変更

していないことを注意した。第二の質問に関

する回答では、新規制の当初の目的と一貫性

を持って、「規則策定は、免除と他の認可手続

きが、恒久停止し燃料を取り出した施設のリ

スクプロファイルの変化に応じた規制の枠組

みに修正するのに必要な領域に大きな焦点を

置くべきである」と述べた。 

規則策定の影響については、NEI は、規制

基盤案の中で議論された規制のバックフィッ

トの意味合いについてより完全に言及するこ

とが重要であると述べた。NEI によれば、規

制基盤案での改正案では、10CFR Part 50. 

109 で定義されるバックフィットを要求する

ことになり、既存の要求事項への「任意的」

あるいは「自主的」な選択肢よりは、義務的

な文言で記載されているとした。 

最後に、10CFR Part 50.38「申請者の不適

格性」からの免除の質問への回答では、NEI

は、NRC は「最小限、廃止措置プロセスを

完了し、すべての燃料を独立した燃料貯蔵施

設（ISFSI）に移動した認可事業者には適用

しない」ことを明確にするよう規定を修正す

べきであると述べた。また、公的に運転終了

し炉心から核燃料を取り出して廃止措置中に

あるすべての原子炉プラントには、規定の外

国の所有、管理あるいは支配への要求事項は

適用しないとことを明確にするよう Part 

50.38 を修正すべきであると加えた。 

 

参考文献 

1) Tim Gregoire, “The New Decommissioning Rules,” Radwaste Solutions, ANS, Fall 2017. 
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日本原子力産業協会 
第2回日台原子力専門家会合 

（第 30 回日台原子力安全セミナー） 
澁谷 進 7 月 18 日 

日本原子力学会 

日本原子力学会標準委員会 

基盤・応用・廃炉技術専門部会 

第 43 回廃止措置分科会 

梶谷幹男 7 月 19 日 

原子力デコミッショニ

ング研究会 

原子力デコミッショニング研究会 

（平成29年度第4回）･主査会 
澁谷 進 7 月 21 日 

日本原子力学会 第32回LLW放射能評価分科会 泉田龍男 8 月 4 日 

エネルギー総合工学研

究所 

原子力発電所廃止措置に関する調査

検討委員会（第1回） 
榎戸裕二 8 月 10 日 

日本原子力学会 

日本原子力学会標準委員会 

基盤・応用・廃炉技術専門部会 

第44回廃止措置分科会 

梶谷幹男 8 月 24 日 

原子力デコミッショニ

ング研究会 

原子力デコミッショニング研究会 

（平成29年度第5回） 
澁谷 進 9 月 22 日 

日本原子力学会 第33回LLW放射能評価分科会 泉田龍男 10 月 5 日 

日本原子力学会 

日本原子力学会標準委員会 

基盤・応用・廃炉技術専門部会 

第45回廃止措置分科会 

梶谷幹男 10月 11日 

日本原子力産業協会 第34回日韓原子力専門家会合 澁谷 進 10月 16日 

エネルギー総合工学研

究所 

原子力発電所廃止措置に関する調査

検討委員会 （第2回） 
榎戸裕二 11 月 8 日 

日本原子力学会 第34回LLW放射能評価分科会 泉田龍男 11月 13日 
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人事異動 

○理事 

 新任（平成 29 年 11 月 9 日付）      退任（平成 29 年 10 月 30 日付） 

渥美 法雄（非常勤）          尾野 昌之（非常勤） 
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第 29 回 「報告と講演の会」のご案内 

 

当センター主催の第 29 回「報告と講演の会」を以下のとおり開催します。当センターの事

業報告をさせて頂くとともに、特別講演等を予定しております。詳細につきましては、追って

ホームページ等でご案内させていただきますので、皆様のご来場をお待ち申し上げます。 

 

開催日時：平成 30 年 1 月 26 日(金） 13 時 30 分～17 時 00 分 

開催場所：三会堂ビル 9 階「石垣記念ホール」 東京都港区赤坂 1－9－13 

参 加 費：無料 （予約不要） 
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        本誌からの引用・複写は、当センターの許諾を受けて下さい。 

©RANDECニュース 第 107号 

発   行   日： 平成 29年 11月 30日 

編集・発行者： 公益財団法人 原子力バックエンド推進センター 

 
〒319-1107茨城県那珂郡東海村豊白一丁目 3-37 

 
Tel: 029-283-3010 

 
Fax: 029-287-0022 

ホームページ： http://www.randec.or.jp/ 

E-mail     ： decomi@randec.or.jp 
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